
平成25年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成25年2月12日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 日本風力開発株式会社 上場取引所 東 
コード番号 2766 URL http://www.jwd.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 塚脇 正幸
問合せ先責任者 （役職名） 代表取締役専務 （氏名） 小田 耕太郎 TEL 03-3519-7250
四半期報告書提出予定日 平成25年2月13日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成25年3月期第3四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第3四半期 3,583 △3.7 △1,584 ― △2,086 ― 551 ―
24年3月期第3四半期 3,721 6.6 △1,775 ― △2,668 ― △4,754 ―

（注）包括利益 25年3月期第3四半期 546百万円 （―％） 24年3月期第3四半期 △5,236百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第3四半期 3,665.38 3,665.18
24年3月期第3四半期 △31,638.81 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期第3四半期 67,363 10,675 11.7 52,583.30
24年3月期 76,103 10,116 9.3 47,305.61
（参考） 自己資本   25年3月期第3四半期  7,910百万円 24年3月期  7,110百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
25年3月期 ― 0.00 ―
25年3月期（予想） 0.00 0.00

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,852 △2.2 △434 ― △1,481 ― 4,023 ― 26,740.67



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一切の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期3Q 150,445 株 24年3月期 150,305 株
② 期末自己株式数 25年3月期3Q ― 株 24年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期3Q 150,400 株 24年3月期3Q 150,276 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興関連需要などから国内需要が堅調に推移するなかで、景

気は、緩やかながらも回復基調にありますが、世界景気の減速懸念等もあり、依然として先行き不透明な状況が続

いております。 

第177回通常国会において、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法案」が成立

し、平成24年６月18日には固定価格買取制度（以下、「本件制度」という）における買取価格及び買取期間に関す

る事項、既存設備の取扱い等が、省令の告示により定められました。  

     本件制度により風力発電事業を取り巻く経営環境は、大きく変化していくことが見込まれておりますが、本件制

      度導入決定に至るまでの間、風力発電の導入促進のための補助金制度の縮小・廃止が進む一方、補助金制度の代替

      となるべき本件制度の導入が、長らく法案審議の過程にあった為、国内における新規の風力発電所建設計画は、長

      期間ストップしている状況が続いて参りました。 

尚、本件制度に伴う電力会社との契約手続きは、銚子屏風ヶ浦風力開発株式会社を除き平成25年１月31日までに

完了しております。  

当第３四半期連結累計期間における売電事業に関しては、江差風力開発株式会社、銚子風力開発株式会社、肥前

風力発電株式会社及び平生風力開発株式会社の株式譲渡に伴う売電収入の減少により、売電収入は前年同期比減収

となりました。 

一方、銚子風力開発株式会社の保有株式の90％、江差風力開発株式会社、肥前風力発電株式会社及び平生風力開

発株式会社の保有株式をすべて譲渡しており、当該譲渡に伴う株式売却益として 百万円を特別利益に計上し

ました。 

当社グループでは風力発電を取り巻く環境の急激な悪化に伴い、金融機関等からの借入金の延滞が継続している

状況にあり、遅延損害金 百万円を特別損失に計上しております。 

尚、既存風力発電所の本件制度への移行もほぼ完了したことから、延滞及び遅延損害金の解消に向けて金融機関

と協議を進めており、平成25年３月31日までには全金融機関から同意いただける見込みであります。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高 百万円（前年同期比 ％減）、

営業損失 百万円（前年同期は 百万円の営業損失）、経常損失 百万円（前年同期は 百万円の経

常損失）、四半期純利益 百万円（前年同期は 百万円の四半期純損失）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

(資産) 

 流動資産は現金及び預金等が増加した為、前連結会計年度末と比べ 百万円増加し、 百万円となりま

した。固定資産は、連結子会社の売却等により有形固定資産が減少した為、前連結会計年度末と比べ 百万円

減少し、 百万円となりました。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末と比べ 百万円減少し、 百万円となりました。 

(負債) 

 流動負債は、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が減少した為、前連結会計年度末と比べ 百万円

減少し、 百万円となりました。固定負債は、社債及び長期借入金が減少した為、前連結会計年度末と比べ

百万円減少し、 百万円となりました。 

(純資産) 

 純資産は、利益剰余金の増加の為、前連結会計年度末と比べ 百万円増加し、 百万円となりました。   

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

連結業績予想につきましては、平成24年11月８日付「特別利益の計上及び業績予想の修正に関するお知らせ」

で公表いたしました通期の連結業績予想に変更はありません。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

4,078
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。   

     なお、第２四半期連結会計期間において、江差風力開発株式会社の当社の所有する全株式の売却により、連結

    範囲から除外しております。また、第３四半期連結会計期間において、銚子風力開発株式会社の発行済株式の 

    90％、肥前風力発電株式会社及び平生風力開発株式会社の当社の所有する全株式の売却により、連結の範囲か 

    ら除外しております。   

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

   

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

   該当事項はありません。 

   

   

当社グループでは、前連結会計年度まで３期連続で営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、当第３四

半期連結累計期間においても、 百万円の営業損失を計上することとなりました。 

また、風力発電所設備建設に係る借入金に関し、当第３四半期連結累計期間において期限延長手続きが完了してお

りません。 

これらにより、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。  

当社グループは、当該状況をいち早く解消し、収益基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を

実行してまいります。 

  

① 収益基盤の安定化、収益力の強化へ向けた対応 

(ⅰ) 新たな収益基盤の確立に向けた取り組み  

これまで当社グループで開発を続けてきた国内複数個所の開発案件について、他の事業者に譲渡を進める一方、

開発業務については当社グループのノウハウを活かして当社が業務を受託する事業モデルを強化いたします。 

当社グループは、東日本大震災による被災からの復興への貢献と、東北地方での風力発電所開発の拠点、東北復

興対策対応の拠点展開を目的として、一昨年、青森県六ヶ所村に東北本社を新設し、今後は、主として東北地方及

び北海道を中心とした風力発電所開発を一層促進いたします。 

  

(ⅱ) 蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益源の多様化を図るために、電力安定化等のソリューション販売により蓄電設備の有効活用を推進すると共

に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込まれるNAS電池の販売を、電力会社や発電設備を有する事業者

に向けて促進いたします。 

  

(ⅲ) 事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進

めるとともに、人件費等を含む経費の削減に引き続き取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高め

てまいります。 

  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等

1,584



② 資金繰りの安定化、財務体質の強化へ向けた対応 

(ⅰ) 返済遅延債務への対応 

当第３四半期連結累計期間において期限延長手続きが完了していない借入金等については、現在金融機関等と協

議をしており、その合意をもって返済の遅延が解消される予定です。 

  

(ⅱ) 財務体質の改善 

当社グループでは、有利子負債を圧縮し、バランスのとれた財務基盤への改善のため、所有する風力発電所の施

設の一部（風力発電子会社）については、固定価格買取制度の導入に伴い売却交渉が有利に進展したものについて

は売却を行い、資金化することが出来ました。この結果、大幅な有利子負債圧縮を進めておりますが、引き続き強

固な財務基盤の確立を目指してまいります。 

  

しかしながら、これらの対応策は現在実施途上にあり、収益力の強化に係る施策は今後の国内外の経済情勢によっ

ては計画通りに推進できない可能性があります。また、金融機関等への支援要請も交渉中であるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

   



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,783,872 6,211,294

売掛金 1,044,739 1,393,956

商品及び製品 3,706,122 3,727,862

仕掛品 8,466 94,162

原材料及び貯蔵品 439,696 314,495

前渡金 102,949 183,036

繰延税金資産 1,118 7,708

その他 1,451,333 5,229,122

流動資産合計 11,538,298 17,161,639

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,262,736 8,995,218

機械装置及び運搬具（純額） 36,580,281 23,944,239

建設仮勘定 14,775,979 14,877,720

その他（純額） 558,706 541,643

有形固定資産合計 62,177,704 48,358,821

無形固定資産 105,196 78,353

投資その他の資産 2,282,247 1,764,360

固定資産合計 64,565,148 50,201,535

資産合計 76,103,447 67,363,175

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,703 60,693

短期借入金 16,901,763 16,106,064

1年内返済予定の長期借入金 10,806,697 6,572,621

1年内償還予定の社債 600,000 600,000

未払金 10,904,906 10,046,956

未払法人税等 77,310 101,080

仮受金 1,356,705 1,299,275

その他 1,534,632 4,147,402

流動負債合計 42,202,719 38,934,093

固定負債   

社債 3,500,000 3,200,000

長期借入金 16,149,307 11,588,167

繰延税金負債 628,189 415,020

資産除去債務 2,886,938 2,090,465

その他 620,017 460,102

固定負債合計 23,784,452 17,753,755

負債合計 65,987,172 56,687,849



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,905,158 9,917,438

資本剰余金 9,781,027 9,793,306

利益剰余金 △11,931,152 △11,369,603

株主資本合計 7,755,033 8,341,141

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △20,409 △64,099

繰延ヘッジ損益 △596,927 △345,208

為替換算調整勘定 △27,425 △20,939

その他の包括利益累計額合計 △644,763 △430,247

新株予約権 293,866 275,307

少数株主持分 2,712,138 2,489,123

純資産合計 10,116,275 10,675,326

負債純資産合計 76,103,447 67,363,175



（２）四半期連結損益及び包括利益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 3,721,571 3,583,462

売上原価 4,165,052 4,047,248

売上総損失（△） △443,480 △463,785

販売費及び一般管理費 1,331,994 1,121,092

営業損失（△） △1,775,475 △1,584,878

営業外収益   

受取利息 54,904 78,824

受取配当金 17,567 16,490

受取保険金 28,365 163,204

受取補償金 － 166,867

還付加算金 3,508 3,013

その他 39,950 42,917

営業外収益合計 144,296 471,318

営業外費用   

支払利息 978,543 933,687

その他 58,917 39,125

営業外費用合計 1,037,461 972,812

経常損失（△） △2,668,640 △2,086,372

特別利益   

関係会社株式売却益 42,604 4,078,995

資産除去債務履行差額 1,845 －

還付加算金 61,116 －

遅延損害金免除益 429,811 －

受取損害賠償金 － 866,653

特別利益合計 535,377 4,945,649

特別損失   

固定資産売却損 921,370 －

固定資産除却損 65,785 4,735

プロジェクト整理損失 114,766 －

遅延損害金 769,723 2,217,142

割賦契約解約損 837,803 －

特別損失合計 2,709,449 2,221,877

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,842,712 637,399

法人税、住民税及び事業税 131,464 88,492

法人税等調整額 △14,649 123,104

法人税等合計 116,814 211,597

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△4,959,527 425,801

少数株主損失（△） △204,973 △125,471

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,754,553 551,273

少数株主損失（△） △204,973 △125,471



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△4,959,527 425,801

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △178,141 △43,689

繰延ヘッジ損益 △68,438 155,263

為替換算調整勘定 △30,461 9,522

その他の包括利益合計 △277,042 121,095

四半期包括利益 △5,236,569 546,897

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,033,398 672,295

少数株主に係る四半期包括利益 △203,170 △125,398



当社グループでは、前連結会計年度まで３期連続で営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、当第３四

半期連結累計期間においても、 百万円の営業損失を計上することとなりました。 

また、風力発電所設備建設に係る借入金に関し、当第３四半期連結累計期間において期限延長手続きが完了してお

りません。 

これらにより、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。  

当社グループは、当該状況をいち早く解消し、収益基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を

実行してまいります。 

  

① 収益基盤の安定化、収益力の強化へ向けた対応 

(ⅰ) 新たな収益基盤の確立に向けた取り組み  

これまで当社グループで開発を続けてきた国内複数個所の開発案件について、他の事業者に譲渡を進める一方、

開発業務については当社グループのノウハウを活かして当社が業務を受託する事業モデルを強化いたします。 

当社グループは、東日本大震災による被災からの復興への貢献と、東北地方での風力発電所開発の拠点、東北復

興対策対応の拠点展開を目的として、一昨年、青森県六ヶ所村に東北本社を新設し、今後は、主として東北地方及

び北海道を中心とした風力発電所開発を一層促進いたします。 

  

(ⅱ) 蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益源の多様化を図るために、電力安定化等のソリューション販売により蓄電設備の有効活用を推進すると共

に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込まれるNAS電池の販売を、電力会社や発電設備を有する事業者

に向けて促進いたします。 

  

(ⅲ) 事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進

めるとともに、人件費等を含む経費の削減に引き続き取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高め

てまいります。 

  

② 資金繰りの安定化、財務体質の強化へ向けた対応 

(ⅰ) 返済遅延債務への対応 

当第３四半期連結累計期間において期限延長手続きが完了していない借入金等については、現在金融機関等と協

議をしており、その合意をもって返済の遅延が解消される予定です。 

  

(ⅱ) 財務体質の改善 

当社グループでは、有利子負債を圧縮し、バランスのとれた財務基盤への改善のため、所有する風力発電所の施

設の一部（風力発電子会社）については、固定価格買取制度の導入に伴い売却交渉が有利に進展したものについて

は売却を行い、資金化することが出来ました。この結果、大幅な有利子負債圧縮を進めておりますが、引き続き強

固な財務基盤の確立を目指してまいります。 

  

しかしながら、これらの対応策は現在実施途上にあり、収益力の強化に係る施策は今後の国内外の経済情勢によっ

ては計画通りに推進できない可能性があります。また、金融機関等への支援要請も交渉中であるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

 該当事項はありません。   

   

 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

及び当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

 当社グループは再生可能エネルギー関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

1,584

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）セグメント情報等
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